
項目
現状

（R3年度)
目標

実績(R6年度)
[R5年度]

R6年度の主な取組 取組の評価 R7年度の主な取組

テクノスクールの入校率 56.9% 現状の水準以上とする
44.6%
[54.3%]

産業人材課に、入校促進担当（2名）を配置
し、高等学校訪問等のＰＲ活動を実施したほ
か、各種広報媒体を活用し、入校促進に係る情
報発信を行った。

（以下、主な広報内容）
県立工業系高校との共同パンフレットを作成
（R7.4月に県内中学高校の2年生約600校約10
万人に配布）
高等学校等への入校案内パンフレット、ポス
ターの配布（208校）
高校生、小中学生等に対して、施設見学や体
験学習会の実施（86コース実施304人参加）
SNS（県広報X）を活用した情報発信
進路情報サイト、進路情報誌への募集案内の
掲載

昨年度(54.3%)の水準を9.7%下
回る結果となり、入校促進の取
組を強化していく必要がある。

（要因として考えられること）
・少子化による高校生等入校対
象者の減
・大学進学率上昇による職業訓
練校進学率の相対的減

R6までに実施した広報を引き続き実施し
つつ、新たに以下の取り組みを実施す
る。

・YouTubeやInstagramなどのSNS等に
おいてターゲティング広告を実施し、テ
クノスクールホームページへ誘導する。
・テクノスクールの紹介動画について、
最新の情報を反映したものに更新する。

高校生のテクノスクールの認知度 19.7%
30%以上とする
（令和8年度）

7.3%
[ ー ]

同上

・「高等技術専門校」から「テ
クノスクール」へ名称変更
（R6.4）したが、伝統がありな
じみのある名称から新たな名称
の浸透に時間を要している。
・なお、R7年度の認知度調査結
果は、9.4%である。

同上

テクノスクールの就職率（※１） 86.9% 現状の水準以上とする
89.6%
[89.2%]

各校において、技能・技術（資格）の習得に加
え、コミュニケーション研修やビジネスマナー
研修、面接指導等を実施した。

本県の雇用情勢について、持ち
直しの動きがみられる中、テク
ノスクールの就職率について
も、昨年度(89.2%)の水準より
0.4％高い数値となった。

引き続き、訓練生一人ひとりに寄り添っ
た就職支援を実施し、就職率の向上に努
める。

第１１次千葉県職業能力開発計画の目標に対する取組について【実施目標】 資料２

（※１）（就職者数＋就職退校者数）÷（修了者数＋就職退校者数）×100
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離職者等再就職訓練事業（※２）における
就職率

72.8% 毎年度75%以上とする
71.2%
[71.4%]

・民間教育機関への委託による職業訓練の実
施。(212コース、受講者2,621人)
・委託先の訓練機関における就職支援のみなら
ず、委託先の訓練機関とハローワークの連携に
よる就職支援の徹底を図った。
・デジタル人材育成コース（19→23コース）
や中高年齢者対象のコース（9→10コース）な
どを拡充した。

・資格取得コース等、就職率が
高いコースもあるが、一部コー
スでは求人と求職のミスマッチ
などにより、目標値(75％)の達
成には至らなかった。

引き続き、国家資格等の取得を目指した
長期高度人材育成コースを設定し、正社
員就職を促進する。
・デジタル社会を担う人材の育成が求め
られていることを踏まえ、デジタル人材
育成コースを拡充（23→25コース）す
る。
・引き続き、委託先の訓練機関、HW、
労働局と連携し、就職支援の徹底を図
る。

県内の民間企業における障害者実雇用率
（※３）

2.15% 法定雇用率を達成する
2.40%
[2.38%]

労働局等の関係機関と連携し、
企業のニーズや状況に応じた各
種支援の実施により、目標には
届かなかったものの、前年度を
上回った。

障害者雇用率達成企業の割合 49.0% 毎年度、増加を目指す
47.3%
[52.6%]

各種障害者就労支援事業等によ
り企業及び障害者に対する支援
等を行ったところだが、令和6
年4月からの法定雇用率引き上
げに伴い、母集団である障害者
の雇用義務のある企業の範囲が
拡大されたため、達成企業の割
合が低下した。

・千葉障害者就業支援キャリアセンターにおい
て、障害者及び企業の就労に関する様々な相談
に対応した。
（相談件数：1,507件、企業支援件数：377
社）
・障害者に対する基礎訓練と現場実習を組み合
わせた研修を行うとともに、法定雇用率未達成
企業等に対する障害者の実習受入準備やマッチ
ングなどの支援を行った。
（訓練定員60人参加者63人、
セミナー・研修会：4回開催274人参加、
社内勉強会：147社）
・県内16か所の障害者就業・生活支援セン
ターに企業支援員を配置し、企業訪問により、
障害者雇用の準備段階から定着までの相談や助
言等の支援を行った。
（相談件数：6,801件、雇用件数：267件）
・障害のある人が身近な地域で就職に必要な知
識や技能を習得できるよう、社会福祉法人等へ
の委託による職業訓練を実施し、計106名が受
講した。
・障害者雇用に係るリーフレットの作成配布
や、法定雇用率未達成企業に対しては、知事と
労働局長の連名による障害者雇用促進要請を
行った。

・引き続き、企業見学や職場実習受入等
の支援のほか、企業訪問を行う専門支援
員を配置し、障害者雇用に向けた支援な
どを行う。
・障害者雇用に関する広報のほか、労働
局等との連携による障害者雇用促進に関
する各種事業を実施する。

（※２）離職者の就職を促進するため、大学や専修学校等の民間教育機関に委託して行う公共職業訓練。
（訓練内容：パソコン、経理簿記、介護、保育 等）

（※３）「民間企業（43.5人以上規模の企業）に雇用されている障害者数」÷「算定の基礎となる労
働者数」×100
（※３）「民間企業（40.0人以上規模の企業）に雇用されている障害者数」÷「算定の基礎となる労
働者数」×100

（R6：2.5%）

（※２）離職者の就職を促進するため、大学や専修学校等の民間教育機関に委託して行う公共職業訓練。
（訓練内容：パソコン、経理簿記、介護、保育 等）


